
年
金
額
は
、
年

金
受
給
開
始
年
齢

に
達
し
た
時
点
の

年
金
加
入
記
録
に

よ
り
、
お
お
む
ね

決
定
し
ま
す
。
そ

の
た
め
、
誤
っ
た

年
金
加
入
記
録
で

は
正
し
い
年
金
額

が
計
算
で
き
ま
せ

ん
。

今
年
度
よ
り
社
会
保
険
庁
か

ら
、
現
在
年
金
に
加
入
し
て
い

る
方
を
対
象
に
「
ね
ん
き
ん
定

期
便
」
の
送
付
が
始
ま
り
ま
し

た
。
自
身
の
年
金
加
入
記
録
を

確
認
す
る
こ
と
で
、
記
録
の

「
も
れ
」
や
「
誤
り
」
の
発
見

を
促
す
こ
と
や
、
現
行
の
年
金

制
度
へ
の
理
解
を
深
め
る
こ
と

が
ね
ら
い
で
す

先

に

届

い

た

「
ね
ん
き
ん
特
別

便
」
は
、
年
金
加

入
期
間
と
勤
務
先

情
報
に
よ
っ
て
、

宙
に
浮
い
て
い
る

年
金
記
録
の
名
寄

せ
作
業
を
行
う
こ

と
を
主
な
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」
は
、

過
去
の
保
険
料
納
付
状
況
、
加

入
実
績
に
基
づ
い
た
将
来
の
見

込
み
受
給
年
金
額
な
ど
、
個
人

別
の
年
金
記
録
を
加
入
者
本
人

に
お
知
ら
せ
す
る
こ
と
を
主
な

目
的
と
し
て
い
ま
す
。
（
図
１
）

今
年
度
分
は
、
過
去
か
ら
の
年

金
加
入
履
歴
が
網
羅
さ
れ
て
い

ま
す
。

ど
ち
ら
も
、
正
し
い
年
金
を

受
給
す
る
た
め
に
、
知
っ
て
お

き
た
い
内
容
が
記
載
さ
れ
て
い

る
重
要
な
書
面
で
す
の
で
、
一

読
し
て
お
き
た
い
で
す
ね
。

・
い
つ
か
ら

今
年
の
４
月
以
降
か
ら

・
ど
の
時
期
に

毎
年
の
誕
生
月
に

・
誰
に

50
歳
未
満
の
方
、
50
歳
以
上

60
歳
未
満
の
方
、
60
歳
以
上
で

現
在
も
厚
生
年
金
保
険
や
国
民

年
金
に
加
入
し
て
い
る
方

・
ど
こ
か
ら
ど
こ
へ

社
会
保
険
庁
よ
り
社
会
保
険

庁
に
届
け
て
い
る
住
所
へ

引
っ
越
し
な
ど
で
住
所
変
更

の
手
続
き
を
し
て
い
な
い
方
に

は
届
き
ま
せ
ん
の
で
、
心
当
た

り
の
あ
る
方
は
早
急
に
手
続
き

を
済
ま
せ
て
下
さ
い
。

次
回
は
、
「
ね
ん
き
ん
定
期

便
」
で
必
ず
確
認
し
て
お
き
た

い
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
、
掲
載

い
た
し
ま
す
。

七
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

10
日

○
労
働
保
険
概
算
保
険
料
及
び
確
定

保
険
料
申
告
書
の
提
出

［
都
道
府
県
労
働
局
ま
た
は
労
働
基

準
監
督
署
］

○
健
保
・
厚
年
の
月
額
算
定
基
礎
届

の
提
出
期
限
（
7
月
1
日
～
10
日
）

［
社
会
保
険
事
務
所
又
は
健
保
組
合
］

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届

の
提
出
（
前
月
以
降
採
用
分
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始
届

の
提
出
（
前
月
以
降
に
開
始
分
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

15
日

○
身
障
者
・
高
齢
者
雇
用
状
況
報
告

書
の
提
出
［
公
共
職
業
安
定
所
］

31
日

○
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出
（
休

業
4
日
未
満
、
4
月
～
6
月
分
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
又
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報
告

書
の
提
出
［
社
会
保
険
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・
納

付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提
出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」
は

届
き
ま
し
た
か
？

「
ね
ん
き
ん
特
別
便
」
と

「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」
の
違
い
は

（図1）

「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」

を
受
け
取
る
に
は
？

（第１回）



◆
急
激
な
景
気
悪
化
を
反
映

「
個
別
労
働
紛
争
解
決
制
度
」

に
基
づ
く
08
年
度
の
相
談
件
数

が
、
過
去
最
多
の
約
二
三
万
七

千
件
と
な
り
ま
し
た
。
厚
生
労

働
省
は
、｢

急
激
な
景
気
悪
化

を
反
映
し
、
解
雇
や
雇
止
め
を

め
ぐ
る
非
正
規
労
働
者
か
ら
の

相
談
が
目
立
っ
て
い
る｣

と
し

て
い
ま
す
。

◆
「
解
雇
」
相
談
が
ト
ッ
プ
に
！

相
談
内
容
に
つ
い
て
は
、

「
解
雇
」
関
連
が
25
％
と
最
も

多
く
、
経
済
的
な
理
由
に
よ
る

「
整
理
解
雇
」
は
、
前
年
度
の

２
倍
以
上
に
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
「
労
働
条
件
の
引
下
げ
」

が
約
13
％
、
「
い
じ
め
・
嫌
が

ら
せ
」
が
12
％
で
し
た
。

そ
の
う
ち
、
労
働
局
が
企
業

側
に
指
導
・
助
言
を
し
た
の
は

約
七
六
〇
〇
件
（
同
約
14
％
増
）
、

紛
争
調
整
委
員
会
が
あ
っ
せ
ん

に
乗
り
出
し
た
ケ
ー
ス
は
約

八
五
〇
〇
件
（
同
約
18
％
増
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

厚
生
労
働
省
で
は
、
「
景
気

悪
化
で
労
働
ト
ラ
ブ
ル
に
遭
う

労
働
者
が
増
え
て
い
る
。
不
利

益
な
取
扱
い
を
受
け
た
り
、
疑

問
を
感
じ
た
り
し
た
ら
、
最
寄

り
の
労
働
局
に
相
談
し
て
ほ
し

い
」
と
し
て
い
ま
す
。

◆
ト
ラ
ブ
ル
を
防
ぐ
た
め
に
は

都
道
府
県
労
働
局
長
に
よ
る

助
言
・
指
導
の
申
出
件
数
が
多

か
っ
た
も
の
は
、
07
年
は
「
解

雇
」
、
「
労
働
条
件
の
引
下
げ
」
、

「
い
じ
め
・
嫌
が
ら
せ
」
と
続

き
、
08
年
は
「
解
雇
」
、
「
い

じ
め
・
嫌
が
ら
せ
」
、
「
労
働

条
件
の
引
下
げ
」
で
し
た
。
一

方
、
紛
争
調
整
委
員
会
に

よ
る
あ
っ
せ
ん
申
請
件
数

が
多
か
っ
た
も
の
は
、
07
・

08
年
と
も
に
「
解
雇
」
、

「
い
じ
め
・
嫌
が
ら
せ
」
、

「
労
働
条
件
の
引
下
げ
」

と
続
き
、
上
位
３
件
は
顔

ぶ
れ
が
同
じ
と
な
っ
て
い

ま
す
。

労
使
ト
ラ
ブ
ル
を
未
然
に

防
ぐ
た
め
に
も
、
「
労
使

間
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
と
っ
て
い
く
」
、

「
細
や
か
な
就
業
規
則
を

作
成
す
る
」
と
い
っ
た
よ

う
な
対
応
が
必
要
な
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
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労
働
相
談
件
数
が
過
去
最
多
を
更
新
！

Ｑ 先日の国会で「育児介護休業法」改正案が成立したと

聞きました。いつから、どのように変わるのですか。

Ａ 現行の育児介護休業法では、

・原則として、子が１歳になるまで育児休業を取得可能

・短時間勤務や託児施設の設置など５つの措置のうち、１

つ以上の措置をとるよう義務付け

・小学校入学前までは、時間外労働の制限や深夜業への就

労禁止、年５日まで看護休暇が取得可能

などとなっています。

改正後は、

・両親が共働きで、ともに育児休業を取得する場合、１歳

２か月までの間に、１年間育児休業を取得可能

・３歳未満の子がいる従業員に対し、１日６時間程度の短

時間勤務制度の導入や、希望者へ時間外労働の免除を義務づ

け、子が２人以上いるときは年10日まで看護休暇が取得可能

・介護のための短期休暇制度を創設（要介護状態の対象家

族が、１人であれば年５日、２人以上であれば年１０日）

・配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業の取得不可と

することができる制度を廃止

・労働局からの勧告に従わない場合は、企業名を公表

などが新設・改正されます。

なお、企業名の公表実施は公布から３カ月以内に、その他

は１年（常時100人以下の労働者を雇用する事業主について３

年）以内に施行されます。

「
事
務
所
だ
よ
り
」
第
２
号
よ

り
、
紙
面
を
新
た
に
発
行
す
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

数
回
に
わ
た
る
連
載
記
事
や
、

今
ど
き
の
人
事
・
労
務
問
題
、
各

種
手
続
き
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
な
ど

を
掲
載
す
る
予
定
で
す
。

今
月
号
か
ら
は
、
「
ね
ん
き
ん

定
期
便
」
に
関
す
る
記
事
を
連
載

い
た
し
ま
す
。

今
年
４
月
よ
り
、
誕
生
月
に
個

人
へ
送
付
さ
れ
て
き
ま
す
が
、
ま

だ
受
け
取
っ
て
い
な
い
方
も
多
い

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
す
で

に
お
手
元
に
あ
る
方
は
、
今
月
号

か
ら
の
「
事
務
所
だ
よ
り
」
を
参

考
に
し
て
確
認
し
て
み
て
く
だ
さ

い
。

（
ぎ
ん
）

「
事
務
所
だ
よ
り
」
の
内
容
に
関

す
る
ご
質
問
や
ご
要
望
が
ご
ざ
い

ま
し
た
ら
、
左
記
ま
で
ご
連
絡
く

だ
さ
い
。

藤田社会保険労務士事務所
京都市伏見区小栗栖南後藤町6-31-408

TEL・FAX 075-571-8611

e-mail

k-fujita@k-fujita-sr.com

http://k-fujita-sr.com

編
集
後
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